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　中国の国内総生産（ＧＤＰ）は、今年第1四半期（1-3月）に実質で前年同期比11.9％の高成長となった後、2四半期連続で前四半期を下回り拡大ピッチが鈍化した。しかし、夏場に一旦落ち込んだ不動産開発投資が再び増勢を示すなど、景気が再加速する兆しもみえる。
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　他方10月の消費者物価指数は前年同月比4.4％上昇と、9月の同3.6％上昇に比べて0.8％ポイント上昇、食糧や原油などの価格上昇や不動産開発の復活で、インフレとバブル膨張の懸念が再び高まり、10月には中国人民銀行がリーマンショック後はじめてとなる利上げに踏み切る等、中国の金融引き締めは新たなステージに突入したとみられる。


　今後の中国経済は、2011年から第12次5ヵ年計画が開始することにより、(1)消費需要拡大戦略の推進、(2)省エネ・環境保全の推進、(3)民間投資の奨励が本格化し、新たな好循環軌道に乗ることが期待できる。
　しかし、現在の中国経済は、(1)過剰生産設備、(2)地方政府の不採算投資、(3)不動産バブルという「3つの懸念」を抱えており、2012年以降の新指導体制を憂い無く開始したい中国は、経済成長にマイナス寄与する「3つの懸念」の処理を急ぎ来年中に実施するとみられるため、2011年には経済成長率が一旦8.5％に落ち込むが、その後は徐々に拡大ピッチを速め、2012年は9.3％成長になるとみている。




コアCPIの下落率は前月から0.5ポイント縮小
　総務省が11月26日に公表した消費者物価指数によると、10月の消費者物価（全国、生鮮食品を除く総合、以下コアCPI）は前年比▲0.6％となり、下落率は前月から0.5ポイント縮小した。事前の市場予想（共同通信集計：▲0.6％、当社予想は▲0.5％）通りの結果であった。
　食料（酒類除く）及びエネルギーを除く総合は前年比▲0.8％（9月：同▲1.5％）、総合は生鮮食品の高騰（前年比17.4％）を主因として前年比0.2％（9月：同▲0.6％）と1年10ヵ月ぶりの上昇となった。

物価下落品目数が2ヵ月ぶりに減少
　消費者物価指数の調査対象524品目（生鮮食品を除く）を、前年に比べて上昇している品目と下落している品目に分けてみると、10月の上昇品目数は139品目（9月は131品目）、下落品目数は326品目（9月は329品目）となり、下落品目数は2ヵ月ぶりに減少した。上昇品目数の割合は26.5％（9月は25.0％）、下落品目数の割合は62.2％（9月は62.8％）、「上昇品目割合」－「下落品目割合」は▲35.7％（9月は▲37.8％）となり、マイナス幅が若干縮小した。
下落率の縮小傾向はいったん足踏みも
　11月の東京都区部のコアCPIは前年比▲0.5％となり、下落率は前月と変わらなかった。事前の市場予想（共同通信集計：▲0.5％、当社予想は▲0.6％）通りの結果であった。

　東京都区部のコアCPI上昇率のうち、エネルギーによる寄与が0.22％（10月は0.28％）、食料品（生鮮食品を除く）が▲0.26％（10月は▲0.26％）、高校授業料が▲0.38％、たばこが0.21％、その他が▲0.30％（10月は▲0.35％）であった。

　10月に1年7ヵ月ぶりに前年比プラスに転じた総合指数は11月も前年比0.2％の上昇となった（10月：同0.3％）。生鮮食品の上昇率が高止まりした（10月：前年比20.4％→11月：同18.6％）ことがその主因である






	●１事業所当たりの売上高

「製造業」は前年同期に比べ増加（平成20年７～９月期の水準に回復）。

「卸売業，小売業」，「宿泊業，飲食サービス業」及び「サービス業」は前年同期に比べ減少。
●１事業所当たりの営業利益

「製造業」及び「卸売業，小売業」は前年同期に比べ増加。

「宿泊業，飲食サービス業」及び「サービス業」は前年同期に比べ減少。


	
	売上高
	営業利益

	
	実数

（千円）
	対前年同期比（％）
	実数

（千円）
	対前年同期比（％）

	製造業
	2,511
	35.0
	653
	29.3

	卸売業，小売業
	3,963
	-4.9
	512
	10.6

	宿泊業，飲食サービス業
	2,151
	-7.7
	396
	-12.6

	サービス業
	1,303
	-7.7
	474
	-5.0


※前年同期：平成21年7～9月期


（１）製造業
	●１事業所当たりの売上高は，平成22年１～３月期以来，３期連続で増加。

●１事業所当たりの営業利益は，平成22年１～３月期以来，３期連続で増加。



（２）卸売業，小売業
	●１事業所当たりの売上高は，平成20年１～３月期以来，11期連続で減少。

●１事業所当たりの営業利益は，平成22年４～６月期以来，2期連続で増加。



（３）宿泊業，飲食サービス業
	●１事業所当たりの売上高は，平成21年４～６月期以来，６期連続で減少。

●１事業所当たりの営業利益は，平成21年４～６月期以来，６期連続で減少。



（４）サービス業
	●１事業所当たりの売上高は，平成21年４～６月期以来，６期連続で減少。

●１事業所当たりの営業利益は，平成22年１～３月期以来，２期ぶりに減少。






	①今期の業況判断

今期（平成22年７～９月期）の業況判断ＤＩは(-)73.３ で，前期（平成22年４～６月期）(-73.7)に比べ，0.4ポイントの改善。

②来期の見通し

来期（平成22年10～12月期）の業況見通しＤＩは(-)70.5 で，今期の業況判断(-73.３)に比べ，2.8 ポイントの改善の見通し。


図１ 業況判断ＤＩの推移

※「Ⅰ」は４～６月期「Ⅱ」は７～９月期「Ⅲ」は10～12月期「Ⅳ」は１～３月期


	①今期の１事業所当たりの売上高は、

❑「製造業」は251万1000円で，前年同期に比べ，35.0％の増加
❑「卸売業，小売業」は396万3000円で，前年同期に比べ，4.9％の減少
❑「宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業」は215万1000円で，前年同期に比べ，7.7％の減少
❑「サービス業」は130万3000円で，前年同期に比べ，7.7％の減少
②今期の１事業所当たりの営業利益は、

❑「製造業」は65万3000円で，前年同期に比べ，29.3％の増加
❑「卸売業，小売業」は51万2000円で，前年同期に比べ，10.6％の増加
❑「宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業」は39万6000円で，前年同期に比べ，12.6％の減少
❑「サービス業」は47万4000円で，前年同期に比べ，5.0％の減少



企業経営情報レポート

増加する労務トラブルに対応できる
就業規則策定・見直しの実務


　　　　　　　就業規則の基礎知識
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　採用及び異動規定
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　服務規律規定
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　労働時間、休憩及び休日規定
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　定年、退職及び解雇規定
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　その他の規定
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・





（１）労使トラブルの現状

　近年、雇用形態の多様化により処遇の問題が表面化したトラブル、また、解雇や時間外手当不払い等に関する労使紛争が増加傾向にあります。これは、総合労働相談コーナー（個別労働紛争解決制度【平成20年４月１日～平成21年３月31日】の運用状況）に寄せられた相談件数が1、075、021件（前年比7.8%増）、民事上の個別労働紛争に係る相談件数が236、993件（19.8%増）となっていることからも明らかです。さらに、ここ数年、労働基準法等の改正が頻繁に行われたことも反映して、職場の規律、服務規律、賃金等の処遇を定めた会社の規範である就業規則の見直しの必要性が高まっています。

　労働基準法第89条は、常時10人以上の労働者を使用する使用者の就業規則作成（変更を含む）・届出義務及び記載事項について規定していますが、この時代にあっては、企業の業種や規模、業態によって異なる労働条件や経営方針を明確にする就業規則・諸規定が法律にかかわらず必要不可欠のものとなっています。
（２）就業規則とは

　会社が事業運営にあたり多数の社員を継続的に雇用するためには、一定の秩序のもとに有機的、組織的に就業させることが必要となります。就業規則は、「経営サイドの要請に基づき、その秩序を作り維持するために社員が遵守すべき服務規律や労働条件等を画一的、統一的に定め、明文化し社員に周知させたもの」と一般的には定義されています。

（３）就業規則の意義とその効果

　就業規則に求められる意義や効果は、一定の秩序の下、社員を有機的、組織的に就業させることです。労使間の雇用環境の変化や就業形態の多様化により、労使間の労働条件をめぐるトラブルはますます増加している中で、就業規則を策定し、正しく運用することにより、例えば、次のような意義や効果が期待できます。

	①会社が、社員の雇用において生ずる様々なリスクに備えることができる。
②労使間の労働条件や服務規律の理解や解釈の違いから起こるトラブルを未然に防げるようになる。
③万が一、労使間でトラブルが生じた際、その解決の道しるべとなる。
④労働条件の明文化により、社員に安心感や公平感を与えることができる。
⑤社員のやる気の向上や明るい職場の形成につながる。
⑥結果的には、会社の発展に寄与する。




（１）試用期間とは

　社員を採用するにあたって、面接や筆記試験だけでその人の能力や仕事への適性を見抜くのは非常に難しいものです。したがって、多くの会社では、正社員として本採用する前に、雇入れ日から一定の期間を試用期間とし、この期間中の勤務態度、能力、性格等により正社員としての適格性を判断し、適格性に欠ける場合は試用期間の延長または解雇もあり得るという制度を設けています。社風や仕事に求められる能力等の面で不適格な人材を、会社が抱え込むリスクを回避するための制度です。

　試用期間は、通常は「期間の定めがない雇用契約の開始当初に設けられた解約権が留保された一定期間」と解されています。したがって、有期雇用契約と異なり、試用期間が満了しても当然には雇用契約は終了しません。終了させるには、解約権（解雇権）の行使が必要となります。

　労働基準法第21条では、試みの試用期間中の者の採用後暦日で14日以内の解雇には解雇予告義務の免除が定められています。試用期間制度は労働条件の１項目ですから就業規則などに定める必要があります。就業規則に規定がなく、雇用契約書にも試用期間の明示がなければ直ちに本採用したことになり、採用後14日以内であっても解雇予告が必要となります。

（２）策定・見直しのポイント

　次の「試用期間」のチェック表に従って、条文の策定・見直しを行います。

■「試用期間」のチェック表

	試用期間の条文策定・見直しのポイント

	①
	試用期間の規定はあるか

	②
	試用期間中も社会保険や雇用保険に加入させているか

	③
	試用期間の長さは適当か

	④
	試用期間の延長の規定はあるか

	⑤
	試用期間を適用しない社員の規定はあるか

	⑥
	試用期間中の賃金に差をつける場合、就業規則に定めを置いているか

	⑦
	試用期間中の解雇には相応の客観的で合理的な理由はあるか


（３）就業規則例

■就業規則

	（試用期間）
第○○条　新たに採用された社員については、採用の日から３ヵ月は試用期間とする。試用期間を終了した者は正社員とする。ただし、会社が特に必要がないと認めた者については、試用期間を設けないことがある。
　２　試用期間中または終了の際、社員として不適格と認められた者は解雇する。
　３　前項の規定にかかわらず、採用の日から暦日で14日を超えて継続して雇用している者を解雇する場合には、第○○条（解雇予告）の手続きをとる。
　４　試用期間中の者に予見しえない突発的な出来事が生じ、期間中に本採用の有無の決定をすることが適当でないと会社が判断した場合や職務不適格と認められるが本人に今後も改善努力の意思がある場合などは、３ヵ月を限度として試用期間を延長することがある。
　５　試用期間中の者の賃金は賃金規定において定める。
　６　試用期間は勤続年数に加算する。

（本採用取消事由）
第○○条　前条第２項に基づき次の各号のいずれかに該当し、社員として不適格と認められる者は本採用を取り消すものとする。

　（１）遅刻、早退、欠勤等が多く出退勤の状況が悪いとき

　（２）上司の指示に反するまたは同僚との協調性が著しく悪いとき

　（３）能力が不足し、努力改善の見込みが薄いとき

　（４）重要な経歴を偽っていたとき

　（５）健康および精神の状態が悪く業務の継続が困難と認められるとき

　（６）社風等社の方針等に従わず、社員としてふさわしくないとき

　（７）その他上記各号に準じるまたは第○○条第○○項各号の解雇事由に該当する場合

■賃金規定
（試用期間中の賃金）
第○○条　試用期間中の社員の賃金は、次の通りとする。
　①基本給　　②通勤手当　　③時間外手当（時間外労働、休日労働、深夜労働）
　２　基本給は時間給とし、その金額は雇用契約締結時に決定する。
　（以下省略）




（１）労働時間とは

　一般に労働時間とは、従業員が使用者のもとで働いている時間をいうことが多いようです。この労働時間の取扱いによって、会社または従業員に不利益となり、トラブルが生じることが少なくありません。会社はトラブルを未然に防ぐために、あらかじめ規定等によりルールを決めておく必要があります。

（２）労働時間の意義

①労働時間の把握

　労働時間の適正な把握のために会社が講ずべき措置として、始業・終業の確認および記録が必要です。その方法は、通達により原則として次の通りとされています。
	ａ）会社が始業・終業時刻を自ら現認することにより確認し、記録する方法
ｂ）会社が始業・終業時刻をタイムカード、ＩＣカード等の客観的な記録を基礎として確認し、記録する方法
ｃ）自己申告制により始業・終業時刻の確認および記録を行う方法


　入退場時刻、始業・終業時刻、実際に労働を提供している時間は、各々時間差が生じることがあります。この時間差を労働時間とみるのか、みないかが問題になることが多く、特に残業時間については注意が必要となります。

②遅刻・早退と指揮命令

　始業時刻、終業時刻や休憩時間は就業規則の絶対的必要記載事項といって、就業規則に記載することが使用者の義務となっています。遅刻というのは、始業時刻から遅れて業務に就くことをいい、早退とは、終業時刻よりも早く業務を終了することをいいます。「いつからが業務を行うべき時間なのか」をきちんと定めていないと、従業員も困ってしまいます。また、遅刻や早退をこのまま見過ごしてしまうと、他の従業員に悪い影響を与えてしまい、会社の業績にも影響を及ぼすことになりかねません。

　労働時間の繰上げ・繰下げをする場合には、就業規則にその旨を明示し、従業員に通知する必要があります。

　労働時間は使用者の指揮命令下に置かれている時間をいいますので、営業準備を行う時間も当然に使用者の指揮命令下に置かれているものと解することができます。また、指揮命令は明示的なものだけでなく、黙示的なものも含まれるとされ、仮に、直接指揮命令をしなかったとしても、営業前の準備は、当然に行われ必要不可欠なことであり、黙示の指揮命令として解されます。


経営データベース 

プロジェクトチーム内におけるコミュニケーションの重要性

プロジェクトチーム内のコミュニケーション向上策について教えてください

　プロジェクトで発生する問題は、コミュニケーションのまずさに起因する場合も少なくありません。相手に伝えたことが正しく理解されているかということを、プロジェクトマネージャー自身が常に意識し、またプロジェクトチーム内でもメンバー間が正しく「伝達⇔確認」のキャッチボールを行えているかどうかも同時に気を配る必要があります。

　また、コミュニケーションのまずさから意見が対立した場合には、5つの対処方法があります。


　この図から見てわかるように、「対決・対峙」が双方にメリットをもたらす最も良い対処方法です。双方の信頼関係がある場合や互いの能力を認め合っている場合に極めて効果的です。

　一方、その他の対処方法は、本質的な解決にならなかったり、新たな火種となったりするなど、積極的に採る方法ではありません。

　ただし、実際のプロジェクト運営の場では対立の構図は様々であり、すべて「対決・対峙」のスタンスで臨むことは不可能です。しかし、どのような場合でも上記のフレームを念頭に置いた上で、臨機応変に対処することの方がむしろ重要です。そしてこれはプロジェクトのみならず、様々なビジネスの場においても応用できます。

経営データベース 

プロジェクト遂行時におけるリスクマネジメントの方法
プロジェクト遂行におけるリスクマネジメントの方法について教えてください
　リスクとは既に起こった事象ではなく、今後起こるかもしれない不確実な事象のことで、次のような事前予防的なマネジメントをいいます。


　リスクは経験に基づいた直感によって予測される場合が少なくありません。ベテランのプロジェクトマネージャーであれば、直感的に自分の頭で判断し、メンバーに指示したり関係部門に働きかけたりするでしょう。しかしプロジェクトマネージャーは万能ではありませんし、本人不在時のリスクマネジメントができなくなってしまいます。

　重要なことは、「直感的なリスクマネジメント」から脱却し、プロジェクトメンバーや関係部門と、可視的に整理したものを共有することです。

　可視的に整理するためには、リスクの洗い出しとリスクへの対応方法の２つの項目を明確にする必要があります。

　リスクの洗い出しには、次のような方法を複数組み合わせて行うのが効果的です。


　また、リスクへの対応については一般的に次の図のように区分されていますので、洗い出されたリスクがどのレベルに該当するのかを整理するのに活用し、具体的な対応を検討していきます。
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中国経済の見通し


：2011年は8.5％、2012年は9.3％
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消費者物価（全国10年10月）


～たばこ、傷害保険料の値上げから下落率が大幅に


縮小

















要　　旨





3





22





1





■消費者物価指数の推移
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個人企業経済調査（動向編）
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－ 結果の要約－
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今期（平成22年７～９月期）の売上高及び営業利益　








売上高及び営業利益の対前年同期比の推移　
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－ 結果の概要－
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今期の個人企業（個人経営の事業所）の業況判断ＤＩ　








今期の売上高及び営業利益　
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就業規則の基礎知識





１│就業規則見直しの必要性　

















採用及び異動規定
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１│試用期間　

















労働時間、休憩及び休日規定
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１│労働時間　
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ジャンル：　経営実務　＞　サブジャンル：　プロジェクトマネジメント
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●「恐らく正しく伝わっていないだろう」という意識を持つ。 


●過度な疑念は逆効果となるので、常識的なレベルに留める。





当事者同士が相対して解決の道を探る





対決・対峙





妥協





折衷案を落としどころにする





一時的に目をつぶり争いを小さく扱う





鎮静





状況が消え去る・好転するのを待つ





撤退





強制





上司命令などで強制的に解決する





Win





Win





Lose





Win





?





Lose





Lose





Lose





Lose





当方





先方





問題の対処方法とその結果
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ジャンル：　経営実務　＞　サブジャンル：　プロジェクトマネジメント
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●不確実な事象が顕在化する前に把握し、プロジェクトにマイナスの影響を与える事象が発生しないよう未然に対処する。  


●発生した場合でも、その影響を最小限に留める。





●プロジェクトチーム内でのブレーンストーミング


●経験者や外部コンサルタントへのヒアリング


●チェックリストの作成


●前提条件が崩れていないかどうかのモニタリング








リスクの分類





＜例＞





受容





危険な材料を使用しない





回避





リスクの発生する要素を排除





シミュレーションを行う





軽減





損失の低減、発生確率の低減





損失を第３者と共有





移転（転嫁）





保険に加入する





PL





代替案を準備しておく





損失を認知し、損失対応へ体制整備





マガジン
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